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 開発⾏為に伴い、本地区内の道路、緑地等の公共施設を計画的に整備
し、これらの機能が損なわれないよう維持・保全を図る。
（1）道路の整備⽅針
 地区内の道路は幅員20ｍの都市計画道路及び幅員12ｍ・9ｍ
 の開発道路を整備し、利便性及び安全性の向上を図る。
（2）準⽤河川南部川の整備⽅針
 地区内の準⽤河川南部川を暗渠化する事により有効な⼟地利
 ⽤を図る。
（3）学校⽤地の整備⽅針
 地区内の学校⽤地を造成する事により有効な⼟地利⽤を図
 る。
（4）緑地の整備⽅針
 周辺⾃然環境と調和を図りながら地区周縁部等に約2haの⾯
 積を有する緑地を配置する。
（5）組合送⽔管の整備⽅針
 既設道路に敷設されている径800ｍｍの組合送⽔管について
 新設する開発道路に布設替えし更新を図る。

公共施設の整備及び
保全に関する⽅針

佐倉市宮本字七々上り、字六拾部、
⽊野⼦字表上⾕津、字下ノ作、字向⼭、字カノイ、字台畑、
神⾨字房下、字親⽗ノ沢、字道乗⾕津、
⾼崎字新⼭の各⼀部の区域

佐倉都市計画地区計画の決定（佐倉市決定）

都市計画⽊野⼦地区地区計画を次のように決定する。

 計画地は佐倉インターチェンジから約１ｋｍ圏内の位置であり、幹線道
路（国道51号）の沿道であるが⼤規模な未利⽤地となっている。佐倉市
都市マスタープランでは、将来像として「都市と農村が共⽣するまち」と
しており、佐倉インターチェンジ周辺は産業機能を集積する拠点を⽬指す
ものとしています。このため、周辺環境に配慮しつつ、企業⽤地としての
⼟地活⽤実現を⽬標とする。

データセンター⽤地としての⼟地利⽤を原則とし、沿道サービスの商業系
施設の展開も将来的に対応可能なものとする。

⾯    積  約 18 ha

位    置

⽊野⼦地区地区計画名    称

地区計画の⽬標

⼟地利⽤に関する⽅針

（案）

令和5年10月31日付け都市計画提案書提出時に添付書類として提出されたものです



学校隣接地区
1.2ｈａ

次の各号に掲げる建
築物以外の建築物は
建築してはならな
い。
（１）店舗・事務
所・倉庫・診療所・
駐⾞場
（２）その他データ
センターの⽤に供す
る建築物
（５）学校に関連す
る施設等、市が必要
と認める建築物

北部地区 南部地区
4.8ｈａ 12.0ｈａ

 地区施設の配置及び規模

 周辺環境と調和した産業関連施設の計画的な誘導を図るため、建築物等
に関する事項を次のとおり定める。
（1）建築物等の⽤途の制限
（2）建築物の容積率の最⾼限度
（3）建築物の建蔽率の最⾼限度
（4）建築物の敷地⾯積の最低限度
（5）壁⾯の位置の制限
（6）建築物の⾼さの最⾼限度
（7）建築物の形態⼜は意匠の制限
（8）かき⼜はさくの構造の制限

建築物その他の⼯作物
の整備の⽅針

⼭林を切り開く⽴地になりますが現存する⾃然の緑地の保全を図るものと
して計画地内には事業⽤地部分を除く範囲には積極的に緑地を残す計画と
します。

その他当該地区の整備、
開発及び保全に関する⽅針
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 都市計画道路：幅員20ｍ 延⻑約389ｍ

 配置は計画図表⽰のとおり

 調整池 ：約0.9ｈａ 緑地：約1.9ｈａ 学校⽤地：約0.5ｈａ

 建築物の建ぺい率の
最⾼限度

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
建
築
物
等
に
関
す
る
事
項

地区の
区 分

 地区の名称
 地区の⾯積

 建築物の容積率の
最⾼限度
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 開発道路 ：幅員12ｍ 9ｍ 延⻑約1166ｍ

建築物の⽤途の制限

次の各号に掲げる建築物以外の建築物は建築しては
ならない。
（１）店舗・事務所・倉庫・診療所・駐⾞場
（２）その他データセンターの⽤に供する建築物
（３）危険性が⼤きいか⼜は著しく環境を悪化させ
るおそれがある⼯場及び、⽕薬、⽯油類、ガスなど
の危険物の貯蔵・処理の量が多い施設に該当するも
ので、データセンターの⽤に供するものあるいは附
属する建築物
（４）前各号の建築物に附属、または必要になる発
電所、変電所、浄化槽等の電⼒供給や給排⽔に係る
施設
ただし、上記の（1）から（4）に該当する場合にお
いても建物⽤途が単体で「⼯場」となるものは除外
する。



建築物の⾼さの限度
は地盤⾯から31ｍ以
下とする。（最⾼⾼
さの塔屋等に関する
緩和は建築基準法に
準ずる）

 3,000㎡
ただし、次のいずれかに該当するものについては適⽤しない。
１ 「建築物の⽤途の制限」の「（4）前各号の建築物に附属、または必
要になる発電所、変電所、浄化槽等の電⼒供給や給排⽔に係る施設」及び
「（５）学校に関連する施設等、市が必要と認める建築物」となるもの
２ 公益上必要な建築物であって市⻑がやむを得ないと認めたもの

 建築物等の形態⼜は意匠
の制限

 かき⼜はさくの構造の
制限

⼟地の
利⽤に
関する
事項

緑地の確保に
関する制限

1 良好な⾃然環境の確保に必要な地区計画区域内に計画的
に配置された樹林地は緑地として保全しなければならない。
2 緑地を保全する区域内では、建築物の建築や⼯作物の設置をしてはな
らない。ただし防災上、保全等のために関わるもの⼜は公益上やむを得な
い場合はこの限りでない。

 建築物の敷地⾯積の
最低限度

 壁⾯の位置の制限

備    考

ブロック塀は禁⽌とし、安全上に⽀障ない構造のフェンス等によるものと
すること

 建築物の屋根及び外壁⼜はこれに代わる柱の⾊彩は、原⾊
を避け、周辺環境の景観を損ねないものとする。

建築物等の⾼さの
最⾼限度

建築物の⾼さの限度は地
盤⾯から31ｍ以下とす
る。（最⾼⾼さの塔屋等
に関する緩和は建築基準
法に準ずる）

建築物の⾼さの限度は地
盤⾯から50ｍ以下とす
る。（最⾼⾼さの塔屋等
に関する緩和は建築基準
法に準ずる）

 建築物の外壁⼜はこれに変わる柱の⾯から道路境界線
までの距離は4ｍ以上とし、隣地境界線までの距離は2ｍ
以上とする。




